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税制改正に関する意見書

拝啓 時下ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。

平素は近畿青年税理士連盟の活動に対し、深いご理解とご支援を賜り、厚く御礼申し
上げます。

さて、貴会におかれましては「平成32年度税制改正に関する意見書」の作成にあたり、

広く会員より意見・要望の提出を求めておられます。

そこで当連盟は貴会の要請に応えるべく、当連盟において取り纏めた税制改正に関

する意見書を提出することにしました。

参考意見として取り上げていただきますよう、お願い申し上げます。

なお、内容につきましては、以前取り上げられた項目につきましても、当連盟の要望と

して再度掲載しているものがあることをあらかじめお断りしておきます。

敬具
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税制改正に関する意見書

近畿青年税理士連盟

代表幹事 和田 泰裕

税理士は税理士法第1条の理念に基づき、申告納税制度のもとで納税者の信頼に

こたえ、納税者の納税義務の適正な実現を図ることを通じて納税者の権利を擁護する

ことをその使命としている。また、税理士法第49条の11 において、税理士会は、租税

等について権限のある官公署に建議できる権利が与えられている。これは税の専門

家集団である税理士会には、税に関する法案の立案過程において意見を述べること

で、専門家の立場から税制に関するチェック機能を果たすという国民の負託に応えて

いくことが求められているからである。

我々近畿青年税理士連盟は納税者の権利擁護、租税制度の発展等を目的として

活動しており、その目的達成のためには申告納税制度の理念やその意義を広く国民

に理解してもらうことが必要であり、そのために納税者権利憲章の制定が必要であると

考える。またその目的から考えると、消費税率の引き上げを平成31年に控えているが、

我々は引き続き消費税の複数税率、インボイス制度導入に反対の意を示すとともに、

その他税制における問題点や課題について強く主張する必要がある。

そこで、我々近畿青年税理士連盟は、納税者の権利擁護、税制の公平性、中立性

を念頭に置き更なる安定的な財源確保に資するため、従来からの主張と新規要望項

目を加えた13項目に集約し、ここに意見表明する。
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3. 印紙税を廃止すべきである

印紙税は、経済取引に伴い作成される文書の背後にあるその取引によりもたらされ

る互いの利益享受に担税力を見出して、その取引に際して作成される契約書や領収

書等に対して課税しようとするものである。しかし文書に担税力などなく、経済取引に

ついては消費税等が課されており、印紙税は経済取引に対する二重課税であると考

えられる。

また、印紙税法は申告という行為は一切必要とせず、納税者自らが課否を判断して

税額の算定等を自主的に行い、所定の印紙税を納付するという「自主納付」の制度を

採用しているが、印紙税法が課税文書・非課税文書を明確に区分する理論的根拠を

有しないことにより、納税者が自身で印紙税の課税・非課税の判断を行うのに苦慮す

るケースが多い。

さらに近年は電子商取引の増加やペーパーレス化が進展する中にあって、印紙税

の課税対象は紙媒体による文書のみであり、電子化対応に遅れる中小企業にあって

は依然として大きな負担となっており、取引形態によって不公平が生じるのは不合理

である。

よって、印紙税は課税の根拠が不合理・不明確であるため、廃止すべきである。
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